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1 報告書の概要 

 

TPP 協定の「環境章」において、各国における違法伐採の抑止に働く行政措置の強化が規定

された。これを踏まえて、平成 29 年 5 月に「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する

法律」（以下、「クリーンウッド法」という）が施行された。また、平成 29 年 11 月から、同法

に基づく木材関連事業者の登録が開始された。 

このような背景の中、木材関連事業者による木材等の合法性確認等の取組を一層推進するた

め、平成 29 年度補正予算において、生産国における現地情報の収集が予算化され、企画競争

の結果、一般社団法人日本森林技術協会と一般社団法人全国木材検査・研究協会を構成員とす

る共同事業体の企画が採用され、本事業が実施された。 

本事業の目的は、木材関連事業者が効率的に木材等の合法性確認等の取組を実施できるよ

う、生産国における木材の流通や関連法令に関する情報を収集することである。 

調査対象国は、ルーマニア、イタリア、エストニア、ラトビア、フィジー、南アフリカと、

文献調査のみのフィンランド及びスウェーデンの計 8 カ国であり、それぞれの国において木

材流通状況、関連法令・許認可制度、その他参考情報等が収集された。 

各調査対象国の現地調査及び文献調査は平成 30 年 3 月から 11 月にかけて実施され、調査

結果の詳細は本報告書の第 4 章に整理されている。 

また、本事業の円滑かつ効果的な実施のため、林野庁、学識経験者、業界団体等から成る調

査委員会が設置され、事業実施期間中に 3 回の調査委員会が開催された。 

本事業の成果は、平成 31 年 2 月中旬に開催された成果報告会において広く関係者に報告さ

れた後、合法伐採木材等に関する情報提供サイト「クリーンウッド・ナビ」に掲載できる様式

で整理するとともに、本報告書にとりまとめられた。 
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2 事業の概要 

2.1 事業の背景及び目的 

TPP 協定の「環境章」において、各国における違法伐採の抑止に働く行政措置の強化が規定

された。これを踏まえて、平成 28 年 5 月に「クリーンウッド法」が制定され、1 年後の平成

29 年 5 月 20 日に施行された。そして、平成 29 年 11 月から、同法に基づく木材関連事業者の

登録が開始された。 

クリーンウッド法第 5 条において、事業者の責務として「木材等を利用するに当たっては、

合法伐採木材等を利用するよう努めなければならない」と定められており、同法第 6 条におい

て、木材関連事業者が合法伐採木材等の利用を確保するために取り組むべき措置について主務

省令で定めるとされている。この措置において、各木材関連事業者は、自ら取り扱う木材・木

材製品が合法的に伐採された木材かどうかを判断するために、「デュー・ディリジェンス」（払

って然るべき正当な注意義務及び努力）の思想を含めた適切な合法性の確認を行うこととされ

ている。 

また、国は、合法伐採木材の利用のための判断基準となるべき事項を定めるとともに、合法

伐採木材の流通及び利用の促進に必要な関連情報を収集・提供することとされており、木材関

連事業者が各生産国からの輸入を行う際に、効率的に合法性の確認を行い、事業が行えるよう

情報を提供する必要がある。 

このため、林野庁は、同庁ホームページ内に、合法伐採木材等に関する情報提供サイト「ク

リーンウッド・ナビ」を公開しており、クリーンウッド法などの法令に加え、木材関連事業者

が「合法性の確認」を行う際に有益な生産国の木材の流通状況や関係法令に関する各種情報を

掲載している。 

 

このような背景の中、木材関連事業者による木材等の合法性確認等の取組を一層推進するた

め、平成 27、28 年度の先行事業に引き続き、平成 29 年度補正予算において「『クリーンウッ

ド』利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集（欧州地域等）」として本事業が実施

された。 

 

本事業は、「クリーンウッド法」に基づいて木材関連事業者による合法性の確認等の取組を

一層推進するため、木材関連事業者が効率的に合法性の確認等の取組を実施できるよう、生産

国における木材の流通や関連法令に関する情報を収集することを目的としている。 

 

2.2 事業の実施内容等 

2.2.1 事業の内容 

「『クリーンウッド』利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集（欧州地域等）に

係る仕様書」に示された本事業の具体的な内容は、次のとおりである。 
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1） 事業概要 

木材関連事業者が取り扱う木材等の合法性の確認を適切に実施できるよう、以下の取組によ

り、生産国における木材の流通や関連法令に関する情報を収集して、「クリーンウッド・ナビ」

に掲載できる形に取りまとめる。 

2） 事業の具体的内容 

事業の具体的内容は以下の通りとする。なお、事業の実施にあたっては、あらかじめ林野庁

と協議の上で実施することとする。 

(1) 調査対象国 

ルーマニア、エストニア、ラトビア、フィジー、南アフリカ等 

（文献調査対象国として、フィンランド及びスウェーデンが追加指示された） 

(2) 調査内容 

ア 木材流通状況調査 

・調査対象国の木材流通の特徴(主要な木材輸出製品、木材の原産国等) 

・違法伐採に関する情報の有無・あればその内容 

イ 森林の伐採に関する法令等の調査 

・伐採に関する法令の概要 

・伐採に関する許可証等の法令に基づく書類の有無 

・伐採の合法性が確認できる書類(証明システム)の事例及びその発行条件 

ウ 木材の流通段階における法令調査 

・木材の流通段階における法令の有無及び事例 

・木材・木材製品を輸入・輸出する際の法令・証明システムの有無及び事例 

 

2.2.2 事業実施の基本方針 

事業の実施に当たっては、上記の事業の目的及び実施内容等を十分に踏まえた上で、次の基

本的な実施方針を掲げて、事業の効率的かつ効果的な実施に取り組んだ。 

 

1） 調査対象国の選定 

本事業の目的及び実施内容を踏まえた上で、より効果的な実施成果を得るために、「『クリー

ンウッド』利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集（欧州地域等）に係る仕様書」

に記載された調査対象国７カ国に、イタリアを追加し、計 8 カ国を調査対象国とした。 

イタリアは、木製家具の日本輸入額がアジア圏に次いで突出して大きく、製材や合板の輸入

額も近年著しく増加している。その一方で、同国については、バルカン諸国やアフリカ諸国の

高リスク国からの木材が混入する重大なリスクが報告されている。2018 年 2 月時点で「クリ
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ーンウッド・ナビ」に掲載されておらず、同国の現地情報の収集が重要であると判断した。 

 

表 2.2.1 本事業の最終的な調査対象国 

調査区分 調査対象国 

現地調査 

【欧州地域】ルーマニア、イタリア、エストニア、ラトビア 

【大洋州地域】フィジー 
【アフリカ地域】南アフリカ               計 6カ国 

文献調査のみ 【欧州地域】フィンランド、スウェーデン         計 2カ国 

合計                             計 8カ国 

 

2） 調査範囲 

調査対象とする範囲、若しくは調査の枠組みとして、クリーンウッド法第 6 条において木材

関連事業者が合法伐採木材等の利用を確保するために取り組むべき措置として課せられた「判

断の基準」に基づいて、次のマトリックス表を活用した。なお、「判断の基準」は、EU 木材規

則の「デュー・ディリジェンス」と近しい概念となっている。 

 

表 2.2.2 判断の基準に基づくマトリックス表 

デュー・ディリジェンス 素材生産 加工 輸出 輸入 販売 建築・建設 その他 

情報の収集        

合法性の確認        

追加的措置        

 

判断の基準の構成要素としては、①情報の収集、②合法性の確認、③追加的措置がある（EU

木材規則のデュー・ディリジェンスの構成要素は①情報の収集、②リスク評価、③リスク低減

となっている。）。それぞれについて、工程別の手法と留意事項を、製品種目の違いを考慮しな

がら情報収集して分析・整理することとした。 

工程については、素材生産から加工、輸出までの段階を主な調査対象とすることとした。 

木材流通の対象製品は、丸太、製材品、木材チップ・木質ペレット、合板・集成材、木製家

具、紙を想定しつつ、調査対象国の状況等により、実行関税表第 9 部第 44 類(紙の場合は第 48

類)に掲げられている品目を、基本的に調査対象とすることとした。 

ただし、日本への木材等の輸入状況は調査対象国ごとに異なるため、木材関連事業者が効率

的に合法性の確認等に取り組むために求める調査結果も国ごとに異なる。したがって、事例に

ついては、各国の日本への輸入が特徴的な品目に焦点を当てて、情報収集を行うこととした。 

 

(1) 「情報の収集」の手法と留意事項に関する調査範囲 

各国の合法性の定義（関連法令、許認可制度及び必要書類）と特異性に関する情報を対象と

して収集・分析し、「輸出国側が木材及び木材製品について何をもって合法としているか」を

明らかにすることとした。 
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(2) 「合法性の確認」に関する調査範囲 

クリーンウッド法上の合法性の範囲とは必ずしも一致しないが、より幅広い合法性の情報を

整理するため、EU 木材規則の合法性の範囲を参考とした。EU 木材規則の合法性の範囲は以

下のような項目に定義されており、ヨーロッパ木材貿易連盟（ETTF）もリスク評価の調査範

囲としてこれを採用している。 

 合法伐採権（土地所有権、コンセッションライセンス、森林管理・伐採計画、伐採許

可） 

 税金と手数料（ロイヤルティの支払と伐採手数料、付加価値税とその他売上・販売税、

収入及び利益税） 

 木材伐採(林業（木材伐採）規制、保護地域及び樹種、環境配慮事項、安全衛生、合法

的な雇用) 

 第三者の権利(慣習的な権利、自由で事前の十分な情報に基づく同意（FPIC）、先住民

族の権利) 

 貿易と輸送（樹種・量・品質の分類、貿易と輸送、外国間貿易と振替価格操作、税関

規制、CITES（ワシントン条約）、デュー・ディリジェンス／デュー・ケア） 

 

本事業では、特に木材伐採や第三者の権利に関する項目について、持続可能性に配慮した調

達で社会的な関心が高まる傾向にあるため、十分な確認を行うこととした。 

 

(3) 「追加的措置」に関する調査範囲 

クリーンウッド法では、合法性の確認ができない場合、追加的措置が必要とされている。追

加的措置の手法については、EU 木材規則下のリスク低減の手法が参考になると考えられた。 

ETTF が EU 木材規則に忠実に策定したリスク低減の手法は、以下のように分類されている。 

 現地サプライチェーン監査（CoCに特化） 

 森林管理ユニット（FMU）監査（現地FMU監査又はFMU監査に基づく文書確認） 

 認証/証明木材を要求する 

 サプライヤー代替 

 サプライチェーンマッピング（追加情報の要求） 

 

本事業では、このようなリスク低減に関する手法の内訳を参考にして、各国におけるリスク

情報を整理した上で、どのような追加的措置の手法が有効かを考察することとした。 

また、最近の持続可能性に配慮した調達においては、監査や認証プロセスにおいて、どのよ

うにして書類と現場・現物の実態に乖離が出ないようにするかが重要になってきているため、

こうした点についての確認にも留意することとした。 

 

2.2.3 事業の実施 

本事業は、生産国における「現地情報の収集調査の実施」と、「調査委員会の開催」の 2 つ

のコンポーネントで構成され、その結果を「成果報告会の開催」に収斂させ、事業成果につな

げるものである。 
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本事業の実施に当たっての作業フローは、図 2.2.1 に示すとおりであり、それぞれのコンポ

ーネントの実施内容は次のとおりである。 

 

図 2.2.1 本事業実施の作業フロー 

 

【生産国における現地情報の収集】 

1） 既往情報の整理 

インターネットに公開されている情報を収集して、あらかじめ各国の法令やシステムの概要

を把握して、現地調査で情報収集する内容を計画した。その際には、以下の Web サイトを中

心とした違法伐採に関する情報も収集した。 

 

 Forest Legality Alliance (http://www.forestlegality.org/risk-tool) 

米国の環境系シンクタンクである World Resources Institute が運営している。国別の関連法

令及び必要書類、森林資源の概況、管理実態の概況、木材製品の概況、関連組織のリスト

http://www.forestlegality.org/risk-tool
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（業界団体、NGO、行政機関）、リスク評価・低減ツールを掲載している。 

 

 NEPCon (http://www.nepcon.org/forestry-risk-profiles) 

デンマークの合法性証明・森林認証関連NGOが運営しており、上記と同様の内容である。

特に、デュー・ディリジェンスの情報の収集、リスク評価及び低減について、具体的な手

順に沿って、情報を網羅的かつ簡潔にまとめている。 

 

 Illegal Logging Portal (http://www.illegal-logging.info) 

英国の王立国際問題研究所 Chatham House が運営しており、全世界の違法伐採材対策に係

る幅広い情報を提供している。国別に最新の関連ニュースをまとめており、最新動向や関

係機関を知る手がかりとして有効である。 

 

 Environmental Investigation Agency (https://eia-global.org) 

米国に本部を置く潜入捜査を専門とする環境 NGO が運営しており、世界各地で木材業者

を装い違法伐採材の商談を行うことで違法性の裏付けを行っており、デュー・ディリジェ

ンスを実施する際の具体的な注意点が実例を通して理解できる。 

 

2） 現地調査の実施 

(1) 基本的な調査手法 

情報収集調査では、表 2.2.2 に示した工程別の判断の基準の構成要素に着目して、情報を収

集した。収集する情報は、主に、中央政府の森林に関する行政機関、通商産業に関する行政機

関において施行している木材生産及び取扱い、流通・加工・輸出に係る法令や許認可等のシス

テムとし、それぞれの内容を把握するとともに、全体を体系的に把握した。 

また、法令・許認可制度の運用実態を把握するために、まず、木材生産者、木材加工業者、

流通業者、木材輸出業者等の業界団体等を対象に聴き取り調査を行い、業者のリストやサプラ

イチェーンや産業連関の概況、法令・制度を遵守するための具体的な手続内容、手続きに必要

な書類（様式）の入手・記入・提出方法、その他手続のために必要な作業等を明らかにした。

その際、木材の輸入に際して合法性に関する配慮事項が設定されている主に EU に向けた木材

の取扱いに注目しつつ、日本向け木材輸出における合法木材のトレーサビリティに焦点を当て

ながら、木材製品の取扱いの実態についても調査した。さらに、FSC、PEFC 及び PEFC と相

互承認している各国で定められた森林認証システム等の状況についても調査した。 

 

(2) 調査対象国ごとの調査ポイント 

それぞれの調査対象国における木材等の日本への輸出状況を踏まえ、焦点を当てた調査内容

は表 2.2.3 に示すとおりとした。 
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表 2.2.3 調査対象国ごとの調査ポイント 

特徴 
国名 

概   況 調査ポイント 

欧   州   

ルーマニア ・ 集成材、合板などを日本へ輸出している。 
・ 森林伐採施業と加工輸出のリスク情報が

存在する。 

・ 伐採段階、木材流通段階(隣国への輸出輸入)に焦点を
当てた。 

・ 特にオーストリアへの輸出に関連して、オーストリア

の木材流通段階についても確認した。 

エストニア ・ 製材、木材チップ、集成材などを日本へ輸

出している。 

・ 伐採段階、木材流通段階(原料の輸入、隣国への輸出)

に焦点を当てた。 

ラトビア ・ 製材、合板などを日本へ輸出している。 ・ 伐採段階、木材流通段階(原料の輸入、隣国への輸出)
に焦点を当てた。 

イタリア ・ 製材、合板、木製家具などを日本へ輸出し
ている。 

・ 高リスク国からの原料を使用していると

指摘されている。 

・ 特に木製家具の木材流通段階(原料の輸入・加工・輸出)
に焦点を当てた。 

フィンランド ・ 製材、合板などを日本へ輸出している。 【文献調査のみ】 

・ 木材流通段階に焦点を当てた。 
・ 原料の輸入についても留意した。 

スウェーデン ・ 製材、合板、木製家具などを日本へ輸出し

ている。 

【文献調査のみ】 

・ 木材流通段階に焦点を当てた。 
・ 原料の輸入についても留意した。 

太平洋州   

フィジー ・ 主に人工林から生産されている。 

・ 主に木材チップを日本へ輸出している。 

・ 人工林の伐採段階に焦点を当てた。 

アフリカ州   

南アフリカ ・ 主に人工林から生産されている。 
・ 主に木材チップを日本へ輸出している。 

・ 人工林の伐採段階に焦点を当てた。 

 

(3) 現地調査の実施 

本事業の調査対象国のうち、ルーマニア、イタリア、エストニア、ラトビア、フィジー及び

南アフリカの 6 カ国に関連して、下表のとおり現地調査を実施し、必要な情報を収集した。 

 

表 2.2.4 調査対象国別の情報収集調査の概要 

調査対象国 現地調査期間 

ルーマニア 平成30年7月6日～7月22日 

イタリア 
平成30年9月2日～9月16日 
平成30年11月21日～11月25日（注：中国上海において開催されたアジ

ア向けのイタリア家具の展示会にて情報を収集した。） 

エストニア 平成30年8月13日～8月24日 

ラトビア 平成30年9月28日～10月11日 

フィジー 平成30年9月4日～9月18日 

南アフリカ 平成30年9月17日～9月30日 

 

【調査委員会の開催】 

本事業では、生産国における現地情報を効率的かつ的確に収集するとともに、木材関連事業

者が理解・活用しやすく整理することが必要であるため、林野庁の他、木材等製品の流通、合

法性等に関する学識経験者、業界団体、NGO 等から成る調査委員会を設置し、委員より多角

的な助言を得ながら、事業を進めた。 
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調査委員会委員は、林野庁担当者と協議の上、表 2.2.5 に示す 6 名を選考して委嘱した。 

 

表 2.2.5 調査委員会委員 

No. 種   別 氏   名 所    属 

１ 
学術経験者 

柿澤 宏昭 北海道大学大学院農学研究院 教授 

２ 百村 帝彦 九州大学熱帯農学研究センター 大学院地球社会統合科学府 准教授 

3 

業界団体 

上河 潔 日本製紙連合会 顧問 

4 岡田 清隆 日本木材輸入協会 専務理事 

5 森田 一行 一般社団法人全国木材組合連合会 常務理事 

6 NGO 橋本 務太 WWFジャパン 森林グループ長 

 

調査委員会は、本事業の実施期間中に、3 回（開始時、中間報告時、取りまとめ時）開催し

た。各調査委員会の開催時期、目的・内容等は、下記に示すとおりである。 

 

表 2.2.6 調査委員会の開催時期及び目的・内容 

調査委

員会 
開催年月日・場所 開催目的・内容 

第1回 日時：平成30年5月25日（金）14：00～16：00 

場所：TKPスター貸会議室 四谷 第1会議室 

   〒160-0004 東京都新宿区四谷1-8-6 

・ 委員の紹介 

・ 本事業の背景、事業内容等の説明 

・ 調査対象国の概要説明及び現地調査の実施計画（案）

の説明 

・ 本事業の実施方針等に関する協議 等 

第2回 日時：平成30年8月31日（金）14：00～16：00 

場所：主婦会館プラザエフ 3F コスモス  

   〒102-0085 東京都千代田区六番町15 

・ ルーマニア、エストニアにおける現地調査結果の概要

説明 

・ ラトビア、イタリア、フィジー、南アフリカの事前情

報収集調査結果の概要説明 

・ 今後の現地調査の実施方針・方法等に関する協議 等 

第3回 日時：平成31年1月18日（金）13：00～15：30 

場所：主婦会館プラザエフ 8F パンジー 

   〒102-0085 東京都千代田区六番町15 

 

・ 全調査対象国の調査結果のとりまとめに係る説明 

・ 今後の報告会開催、報告書の最終化等の方針・方法等

に関する協議 等 

 

【成果報告会の開催】 

各調査対象国における現地調査・文献調査の結果について、「クリーンウッド・ナビ」への

掲載に先がけて、木材等関係事業者、関連業界団体、NGO 等、広く関係者に報告するため、

下記のとおり、成果報告会を開催した。 

 

日時：2019 年 2 月 15 日（金） 

13 時 30 分～16 時 30 分 

場所：主婦会館プラザエフ 

9F 「スズラン」 

〒102-0085 

東京都千代田区六番町十五番 

参加者数：62 名  
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2.3 事業の実施体制 

本事業を実施するに当たり、調査対象国における迅速かつ円滑な情報収集を行うため、それ

ぞれの国の森林・林業政策や木材の流通に精通している技術者や、海外調査の豊富な経験を有

する技術者を多く配置する必要がある。そのため、一般社団法人日本森林技術協会と一般社団

法人全国木材検査・研究協会が共同事業体を形成し、本事業を実施した。 

共同事業体の両構成員が調査対象国における迅速かつ円滑な情報収集を分担して実施した

後、主幹機関である一般社団法人日本森林技術協会が、収集した情報をとりまとめて整理した。 

 

本事業の実施体制として、共同事業体の主幹機関である一般社団法人日本森林技術協会に、

管理技術者、照査技術者及び事業責任者（主査）を配置し、主査の下、共同事業体の両構成員

から事業担当者を選出して本事業の実施チームを編成した。主査を含む事業担当技術者には、

海外における調査業務の経験が豊富な技術者、本事業の調査対象国における業務経験を有する

技術者を配置し、適切かつ効率的に事業を実施する体制を整えた。 

さらに、調査のスケジュールや作業量に柔軟に対応できるよう、一般社団法人日本森林技術

協会の事業部森林情報グループ及び企画グループにバックアップ要員を配置した。 

 

表 2.2.7 事業実施・バックアップ体制（主な業務従事予定者） 

区  分 氏  名 所属・役職 

管理技術者 金森 匡彦 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ グループ長 

照査技術者 小林 周一 (一社)日本森林技術協会 事業部 国際協力グループ グループ長 

主査 西尾 秋祝 (一社)日本森林技術協会 事業部 指導役（国際協力グループ） 

業務担当者 

松本 淳一郎（副査） (一社)日本森林技術協会 事業部 国際協力グループ リーダー 

久納 泰光 (一社)日本森林技術協会 事業部 国際協力グループ  

中村 有紀 (一社)日本森林技術協会 事業部 国際協力グループ  

小松 隆平 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ  

佐藤 雄一 (一社)全国木材検査・研究協会 専務理事・調査研究部長 

佐々木 亮 (一社)全国木材検査・研究協会 調査研究部副部長 

祇園 紘一郎 (一社)全国木材検査・研究協会 調査研究部 

大久保 尚哉 (一社)全国木材検査・研究協会 調査研究部 

武政 有香 (一社)全国木材検査・研究協会 調査研究部 

（バックアップ） 

藤井 創一朗 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ  

佐藤 顕信 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ 

吉田 城治 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ  

郡 麻里 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ  

永野 裕子 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ 

宮部 秀一 (一社)日本森林技術協会 事業部 企画グループ リーダー 

島崎 奈緒実 (一社)日本森林技術協会 事業部 企画グループ 事務主任 
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4.5 南アフリカ 

4.5.1 木材等の生産及び流通の状況 

1） 森林資源状況 

自然植生被覆 

南アフリカ共和国(以下、「南ア」とする)は、南緯 22-35°に位置する。年平均降雨量が約

460mm で、南ア国の西部に砂漠が分布し、東部に向かうほど降雨量が増加する傾向にあ

る。国土面積 122.3 百万 ha1のうち下図に示すように 44.9 百万 ha が自然植生の被覆地で、

ほとんどがサバンナ樹林地で、森林面積は 2.1 百万 ha（森林率約 5%）である。 

 

 

図 4.5.1 南アフリカの土地被覆図と種類別構成表(2009 年) 

 

表 4.5.1 南アフリカの土地被覆図と種類別構成表(2009 年)2 

地図上判例 区分 面積(ha) 

 私有人工林 1,156,427 

 国有人工林 451,870 

 人工林計 1,608,297 

 国家森林インベントリ指定在来林(天然林) 495,666 

 森林計 2,103,963 

 サバンナ樹林地 39,957,209 

 アルバニ藪3 2,912,726 

 合計 44,973,898 

 

  

                                                   
1 Forestry South Africa. September 2017. South African Forestry and Forest Products Industry 2016 

(https://www.forestry.co.za/uploads/File/industry_info/statistical_data/new%20layout/South%20African%20Forestry%20&
%20Forest%20Products%20Industry%20-%202016%20(R).pdf). Land Use in South Africa 

2 農林水産省(Department of Agriculture, Forestry and Fisheries; 以下、DAFF),2009 
3 西ケープ州(以前、アルバニ地域)に限定し  Porkbush (Portulacaria afra)等多肉植物が優占する植生。  

https://en.wikipedia.org/wiki/Portulacaria_afra
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森林としては、国土面積の 1%程度の人工林が主体で、主に Limpopo, Mpumalanga, 

KwaZulu-Natal、Eastern Cape 州など東部に分布する。天然林は、東部から南部に位置する

山地沿いに分布する。天然林は保護されており、天然木の採取は自然倒木の処理目的等で

のみ許可される。 

 

所有形態別樹種別人工林面積  

人工林については、83%が民有、17%が公有4である。民有林については、大規模企業 3

社(S 社5, M 社6, N 社7)を中心に企業所有が半数を超えるが8、その他、個人事業者、個人所

有者もいる。植栽樹種のほとんどが外来種である。  

 

表 4.5.2 南アフリカの所有形態・樹種別人工林面積9 

所有形態 面積(ha) % 植栽樹種 面積(ha) % 

企業 611,584  50.1 マツ* 607,922  49.8 

農家事業者 207,523 17.0 ユーカリ* 521,250 42.7 

企業(前 SAFCOL10) 142,825 11.7 アカシア* 142,825 7.1 

SAFCOL 128,176 10.5 その他 4,883 0.4 

国有/自治体 85,451 7.0 - - - 

小規模農家所有者11 45,167 3.7 - - - 

合計 1,220,726 100.0 合計 1,220,726 100.0 

注*: 外来種が主体。マツ: Pinus patula,  P. elliotti が主。合計 21 種、ユーカリ :Eucalyptus grandis が主。

合計 52 種、アカシア :Acacia mearnsii が主。合計 15 種12が分布。  

 

2） 木材生産・消費の現況 

丸太生産量・消費量 

以下の南ア国内情報の範囲内では、年間約 17 百万 m3 程度の丸太を生産しており、約

2/3 がパルプ用で、その次に製材用である。  

 

表 4.5.3 南アフリカの用途別丸太生産量13 

単位: 1,000m3 

種類 2012 2013 2014 2015 2016 

パルプ用材 12,113 N/A N/A 11,838 １0,881 

製材用材 4,486 N/A N/A 4,677 4,447 

坑木用材 815 N/A N/A 580 433 

電柱用材 378 N/A N/A 428 328 

その他 420 N/A N/A 375 353 

合計 18,212 N/A N/A 17,898 16,442 

                                                   
4 国営企業である SAFCOL を含む。  
5 S 社 は、1936 年に創立された南ア国の法人格をもつパルプと紙の主要な製造企業である。グループとして 4 大陸

9 カ国に製造設備を持つ。  
6 M 社は、世界 30 カ国以上に拠点を持ち、製紙業や包装事業を手がける多国籍企業。特にカラーレーザープリンタ

ー用紙の世界大手として知られている。現在はイギリス・ロンドンと南ア国・ヨハネスブルクに本社を置く。  
7 N 社は、1949 年に設立された個人事業者を構成員とする木材供給組合である。  
8 TWK 社など個人事業者の組合が 1940 年企業登記して設立)のように個人事業者、個人所有者の組合もある。  
9 南アフリカ林業協会(Forestry South Africa 以下、FSA] 2016)をもとに作成。  
10 SAFCOL (South African Forestry Company Limited) は、公共企業省(Department of Public Enterprises :DPE)管轄の南

アフリカ最大の国営企業である。国内の Limpopo、Mpumalanga, KwaZulu-Natal 州だけでなく、モザンビークの

Manica、Sofala 州にも事業地を有する。  
11 FSC の南部アフリカ地域コーディネーターとの面談 (2018 年 9 月 25 日)結果では、小規模所有者(<10ha)は、慣習

リーダー管轄地の住民が主で、東部を中心に散在しているとの情報がある。  
12 http://www.treetags.co.za/exotic-south-african-trees/ 
13 南アフリカ林業協会[FSA] 2012, 2015, 2016)をもとに作成。  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%BD%E7%B4%99%E6%A5%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%85%E8%A3%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%82%AE%E3%83%AA%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AD%E3%83%B3%E3%83%89%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%97%E3%82%A2%E3%83%95%E3%83%AA%E3%82%AB%E5%85%B1%E5%92%8C%E5%9B%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A8%E3%83%8F%E3%83%8D%E3%82%B9%E3%83%96%E3%83%AB%E3%82%AF
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内訳については、以下、FAO 公表情報のとおりである。しかし、丸太生産が年間約 27

百万 m3 程度と南ア国内情報より多い。次いで、工業用原木、木質燃料である。チップは

輸出に特化している。パルプ材と輸出用チップの合計が、上表のパルプ用材とほぼ同量と

なっている。 

 

表 4.5.4 南アフリカの丸太生産量・消費量14 

種類  2012 2013 2014 2015 2016 

丸太(1,000m3) 生産 29,906 27,618 26,757 27,313  26,446 

 輸入 277 217 329 483 895 

 消費 29,890 27,633 26,779 27,345 27,029 

 輸出 293 202 307 451 312 

木質燃料(1,000m3)1) 生産 12,000 12,000 12,024 12,029  12,027 

 輸入 275 204 323 469 851 

 消費 12,113 12,200 12,342 12,314 12,805 

 輸出 162 5 4 184 74 

工業用原木(1,000m3) 生産 17,906 15,618 14,734 15,284  14,419 

 輸入 2 13 6 14 44 

 消費 17,777 15,433 14,438 15,031 14,224 

 輸出 131 197 303 267 239 

製 材 用 ・ 単 板 用 原 木

(1,000m3) 
生産 4,486 4,375 4,677 4,677  4,450 

パルプ材(1,000m3) 生産 12,113 9,935 8,749 9,299 8,660 

チップ(1,000m3) 輸出 2,107 1,725 1,993 2,318 2,509 

そ の 他 工 業 用 原 木

(1,000m3) 
生産 1,308 1,308 1,308 1,308 1,308 

注 1) 炭用材を含む  

 

 

木材加工品及び紙・パルプ製品の生産量・消費量  

下表に示すように、木材加工品については自国生産で不足する分を輸入し自国消費し、

余剰分を輸出している構造と言える。 

 

  

                                                   
14 FAO 林産物統計をもとに作成。  
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表 4.5.5 南アフリカの木材加工品生産量・消費量15 

種類  2012 2013 2014 2015 2016 

木炭(1,000 Ton) 

生産 189 189 58 58 58 

輸入 0 8 2 7 9 

輸出 20 27 29 26 24 

木質廃棄物(1,000m3) 

生産 430 411 422 450 453 

消費 429 409 418 445 450 

輸出 1 2 5 5 4 

製材品(1,000m3) 

生産 1,443 1,553 1,866 1,966  2,138 

輸入 153 341 319 341 254 

消費 1,477 1,771 2,019 2,142 2,207 

輸出 120 123 166 165 185 

木質パネル(1,000m3) 

生産 1,024 978 1,153 1,227 1,523 

輸入 141 183 242 154 210 

消費 1,063 1,069 1,259 1,240 1,578 

輸出 103 91 136 141 155 

単板(1,000m3) 

生産 5 15 14 14 13 

輸入 11 15 7 11 6 

消費 14 27 18 21 19 

輸出 1 2 2 4 1 

合板(1,000m3) 

生産 154 105 82 83 83 

輸入 37 33 61 32 52 

消費 187 133 140 115 130 

輸出 3 4 3 1 5 

パ ー テ ィ ク ル ボ ー ド

(1,000m3) 

生産 649 565 646 691 1,015 

輸入 8 18 40 51 46 

消費 598 527 581 636 942 

輸出 59 56 105 106 118 

フ ァ イ バ ー ボ ー ド

(1,000m3) 

生産 217 293 411 439 411 

輸入 87 117 133 60 106 

消費 263 381 519 469 487 

輸出 41 29 26 30 31 

ハードボード(1,000m3) 

生産 57 88 131 141 131 

輸入 26 27 42 34 37 

消費 56 95 158 163 157 

輸出 27 20 15 12 11 

MDF(中密度繊維版) 

(1,000m3) 

生産 160 205 280 298 280 

輸入 59 63 48 12 32 

消費 210 260 318 298 300 

輸出 10 8 9 12 12 

絶縁ボード(1,000m3) 

生産 N/A N/A N/A N/A N/A 

輸入 1 28 43 15 38 

消費 ０ 26 42 8 30 

輸出 4 2 1 7 8 

 

  

                                                   
15 FAO 林産物統計をもとに作成。  
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一方、パルプについて、下表に示すように、輸出に重点をおいた構造を呈している。  

 

表 4.5.6 南アフリカの 1)紙・2)パルプ製品の生産量・消費量16 

種類  2012 2013 2014 2015 2016 

パルプ(1,000 Ton) 

生産 5,758 5,601 5,806 6,674 5,419 

輸入 212 341 408 387 449 

消費 3,885 3,766 3,679 3,596 3,431 

輸出 2,281 2,522 2,692 2,663 2,598 

紙、板紙(1,000 Ton) 

生産 2,422 2,318 2,257 2,248 2,248 

輸入 691 696 626 637 517 

消費 2,610 1,567 2,472 2,473 2,320 

輸出 504 448 411 413 444 

新聞紙(1,000 Ton) 

生産 300 242 223 218 218 

輸入 3 16 13 24 6 

消費 258 216 199 204 184 

輸出 45 42 37 38 40 

印刷紙(1,000 Ton) 

生産 496 499 495 422 422 

輸入 366 333 254 254 150 

消費 756 734 650 577 512 

輸出 105 98 98 98 60 

その他紙、板紙 

(1,000 Ton) 

生産 1,627 1,578 1,539 1,609 1,609 

輸入 322 347 359 359 361 

消費 1,595 1,617 1,623 1,692 1,625 

輸出 354 308 276 276 344 

家庭用紙、衛生用紙 

(1,000 Ton) 

生産 216 222 240 214 214 

輸入 14 10 9 9 18 

消費 226 226 242 216 225 

輸出 4 6 7 7 7 

包装用紙・板紙 

(1,000 Ton) 

生産 1,313 1,244 1,192 1,292 1,292 

輸入 297 319 300 300 293 

消費 1,262 1,262 1,225 1,326 1,257 

輸出 348 299 267 267 329 

その他、紙類 

(1,000 Ton) 

生産 98 112 107 102 102 

輸入 11 18 50 50 49 

消費 107 127 155 150 144 

輸出 2 3 2 2 8 

注 1) 古紙を除く ; 2) 木質パルプ、機械パルプ、半化学パルプ、化学パルプ、溶解パルプ、漂白硫酸パ

ルプ、未漂白硫酸パルプ、その他繊維パルプ  

 

  

                                                   
16 FAO 林産物統計をもとに作成。  
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3） 木材貿易の現況 

木材輸出・輸入 

下表に示すように、木材輸出入において紙及びパルプが主要な製品となっている。 

 

表 4.5.7 南アフリカの木材輸出入額17 

品目 輸出額(百万 R) % 輸入額(百万 R) % 

紙 8.9  30.6 13.1  66.3 

パルプ 12.3  42.2 1.6  7.9 

固形木材 1.0  3.3 0.0  0.1 

その他 7.0  23.9 5.1  25.7 

合計 29.1 100.0 19.8 100.0 

 

 

以下、新聞紙、チップ、割り板等主要な輸出入品に関する輸出入国である。  

 

表 4.5.8 南アフリカの主要な輸出入国(2015 年)18 

品目 輸出先 輸入国 

新聞紙 (ロー

ル /シート )/ 

HS 4801 

アフリカ: Namibia, Zimbabwe, 

Zambia, Botswana, Malawi, 

Mauritius, Mozambique, Tanzania, 

Ghana, Madagascar, Swaziland, 

Uganda, Kenya, Nigeria, Lesotho, 

DRC, Togo 

アジア: India 

ヨーロッパ: France, Finland, Belgium, 

Germany, Russia, Austria, Sweden, 

Poland, Spain, 

アジア: Korea, Indonesia 

アメリカ: Canada 

チップ (燃料

用鋸屑 )/ HS 

4401 

アジア: Japan, China, Taipei, 

India, Vietnam, Korea 

ヨーロッパ: France, UK, Netherlands 

アフリカ: Botswana, Mozambique, 

Namibia, Lesotho, Zimbabwe 

中東: Saudi Arabia, Kuwait 

太平洋: New Zealand 

アフリカ: Swaziland, Namibia, Zambia 

ヨーロッパ: Germany, France, Hungary, 

Austria 

アメリカ: USA, Canada 

太平洋: Australia 

木炭 (椰子柄

炭 を 含 む )/ 

HS 4402 

ヨーロッパ: UK, Netherlands,  

Sweden, Switzerland, France, 

Germany, Belgium, Greece 

中東: Saudi Arabia, Lebanon,  

Israel, Kuwait, UAE 

太平洋: Australia, New Zealand 

アフリカ: Lesotho 

アフリカ: Namibia, Swaziland, 

Zimbabwe, Botswana, DRC, Mozambique 

アジア: China, Malaysia, Indonesia, 

Thailand, Vietnam 

ヨーロッパ: Netherland, Poland 

中東: UAE 

太平洋: Australia 

その他木製品

/ HS 4403 

アフリカ: Tanzania, Namibia, 

Botswana, Mozambique, Zambia, 

Lesotho, Kenya, Maldives Ghana, 

Guinea, Swaziland 

アジア: Viet Nam, China 

ヨーロッパ: Netherlands,  

アフリカ: Swaziland, Namibia, Gabon, 

Zambia, Mozambique 

アジア: China, Indonesia, Turkey 

ヨーロッパ: Italy 

アメリカ: Brazil 

 

  

                                                   
17 南アフリカ林業協会(FSA, 2016)をもとに作成。  
18 農林水産省(DAFF),2009 
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対日木材貿易 

以下に示すように、日本の南アから輸入木材はほとんどがチップである。  

 

 

図 4.5.2 南アフリカからの木材輸入額(2017 年)19 

 

チップの流通概況 

チップ輸出は、N 社と TWK 社の 2 社で行われている。Richard Bay 港に 3 工場と Durban

港に 1 工場がある。  

チップ工場までの原木の流通は下図のように人工林から道路を通じてチップ工場、隣接

する港湾と単純である。 

 

 

図 4.5.3 南アフリカのチップ原木の流通概況  

  

                                                   
19 財務省『貿易統計』(2017 年) 

南アフリカのチップ原木の流通概況

植栽箇所: 伐採(+皮剥き)

人工林

土場(道路際): 積み込み 運搬

道路

チップ工場 桟橋

船舶:積み込み貯木場: 搬入 製造場:チップ製造 チップ倉庫:保管
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4.5.2 森林管理及び合法伐採木材に関連する法令及びその運用 

1） 森林管理及び合法伐採木材に関連する行政の体制 

農林水産省が森林セクターに関する政策の策定と実施を担っているが、下表に示すよう

な行政機関も関係する。 

「国家森林法(National Forest Act)」の Section 3 に基づくと、天然林の伐採、転換は事実

上、不可となっている。インフラ整備等の公共福祉を事由とした開発のみ特別許可される

場合があるが、市場販売ではなく地域利用に供され、代替地として同面積の植栽を実施す

ることとしている。または移植して伐採を避ける場合もある。  

南アの商業伐採は主に外来早生樹種20の人工林となっている。人工林が水域、人工林以

外のランドスケープ、土壌など農業資源にネガティブなインパクトを及ぼす可能性を受け

て、人工林地をむやみに拡大させない政策をとっていると考えられる。 

 

表 4.5.9 南アフリカの森林管理及び合法伐採木材に関連する行政機関21 

行政機関 英語表記(略称) 主要な許認可業務 備考 

農業開発・ 

土地改革省 

Department of Rural 

Development and Land 

Reform (DRDLR) 

土地所有権に関する Land 

Reform Program 

損害賠償請求、土地の再配

分、土地所有改革からな

る。 

農林水産省 

Department of 

Agriculture, Forestry 

and Fisheries (DAFF) 

 天然林・在来種の伐

倒・オークション許可 

 外来種・草地の耕作の

管理 

天然林の商業伐採は不可 

水・衛生省 
Department of Water and 

Sanitation(DWS) 
水使用者許可(登録) 

 植林許可に相当 

 DWS 州事務所(許可評価

助言委員会[License 

Assessment Advisory 

Committee]勧告による) 

環境省 

Department of 

Environmental Affairs 

(DEA) 

環境影響評価 

CITES 輸出許可 
 

遺跡資源庁  
Heritage Resource Agency 

(HRA) 
国家遺跡保全  

歳入局 
The South African 

Revenue Service (SARS) 
輸出入業者の登録  

貿易産業省 
Department of Trade and 

Industry (DTI) 
輸出入許可 または関連省庁 

 

2） 関連法令及び必要書類等 

（1） 合法的な伐採権 

① 土地所有・管理権 

土地所有権については、農業開発・土地改革省(DRDLR)が管轄の「土地権利に関する損

害賠償法(Act No. 22 of 2004)」に基づき、過去の民族差別の結果、1913 年 6 月 19 日以降、

                                                   
20 DAFF の気候変動・災害管理局(Directorate of Climate Change and Disaster Management)との面談(2018 年 9 月 26 日)

では、気候変動適応面から、将来は、水消費がより少ない在来樹種植林による林を推進したいとの情報もある。  
21 FSC. 2018. FSC National Risk Assessment for South Africa Code FSC-NRA-ZA-V1-0 (National approval Date: 
11/04/2017, International approval Date: 03 April 2018)  
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土地の権利が剥奪された農園、コミュニティの子孫は損害賠償請求権がある。損害賠償請

求権の締め切りは当初 1998 年 12 月 31 日までであったが、2019 年 6 月 30 日までに延長

されている。損害賠償請求権の行使にあたって、所有権の返還を要求する場合22と経済的

補償を要求する場合(特に、都市部)がある。なお、土地権が主張されている森林地は多い

が、法的プロセスに則して適切に対応している場合、FSC の FM 認証においては係争地扱

いとはしておらず、該当する認証基準を満たすことになる23。 

土地管理権について、1972 年以前は商業林業について法規制がなかった。1968 年制定

の「森林法(Forest Act)」の 1972 年改正により、「植林許可(Afforestation Permit)」制による許

可制度が導入された。1972 年 1 月 1 日以前に造成された人工林は、航空写真等により存在

していた根拠がある場合、許可を保有していなくてもよい。1956 年制定の「水法(Water Act)」

の 1998 年改正で「国家水法(National Water Act)」が制定され、同様に、「森林法」が 1998

年に改正され「国家森林法(National Forest Act)」が制定された。これにより、商業用の植林

への土地使用が「流量を減少させる活動(Water Flow Reduction Activity[WFRA])」と位置づけ

られ、植林にあたって水・衛生省からの「水使用許可(Water Use License/WUL)」の取得が義

務付けられるようになった。  

水使用許可は水・衛生省の州事務所に申請する。活動や対象地によっては環境許可(環境

影響評価)、農業資源保全や遺跡資源保全等の規制対象となる場合がある。申請にあたって、

州の環境・農業・遺跡資源庁の承認書類を添付することが求められている。土地の管理権

の合法性確認にあたって、水使用許可が重要である。  

水使用許可の有効期限は 40 年で、5 年毎に監査を受ける必要がある24。水使用許可申請

にあたって、環境省のガイドライン25に準じて湿地・河畔域境界設定を行い、植栽は 20～

32m 程度26湿地・河畔域から離す必要がある。  

 

表 4.5.10 土地管理権に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要27 

合法性確認に関連する書類 関連する法令 備考 

水使用許可 

国家水法 

(Act No.36 of 1998):主に

Chapter 4 

 水使用許可の申請にあたっては、他

の規制に関する手続きが適切に行わ

れていることが前提。合法性確認書

類。 

 水使用許可により植林地の火災管理

に関する注意事項28の実施(水使用許

可 Appendix II で要請) 

環境許可(環境影響評価) 

(該当する活動または場所を

含む場合) 

・国家環境管理法 

(Act No. 107 of 1998) 

・環境影響評価規制 

 Listing Notice No.1-3 

2014 (2017 改正) 

 

 Listing Notice に環境影響許可の対

象となる事業、場所の規定が地域ご

とに規定され、監督官庁と検討が必

要となる。 

 1ha 以上の在来植生の伐開は対象

となる(Listing 1)。 

 鉱業・エネルギー開発については、

一元的に鉱業省(Department of 

                                                   
22 土地賃貸料を支払うことにより地表部である森林管理を継続するという認識。  
23 FSA KwaZulu Natal 事務所との面談(2018 年 9 月 21 日)結果の範囲  
24 50ha 以下の小規模所有者は、監査を受ける義務が免除されている。  
25 Department of Water and Forestry.2008. A practical field procedure for identification and delineation of wetlands and 

riparian areas 
26 2014 年以前に新規植林地の場合は 20m、2014 年以降の新規植林地の場合は、32m。  
27 FSC. 2018. FSC National Risk Assessment for South Africa Code FSC-NRA-ZA-V1-0 (National approval Date: 11/04/2017, 

International approval Date: 03 April 2018)及び既往許可書事例添付書類を基に作成  
28 「国家草原・森林火災法(Act No. 101 of 1998)」により規定。所有者は、防火帯の事前準備が義務付けられている。

また、火災危険度が高い際に、水路付近での火の使用により火災が発生した場合、処罰の対象となる。  
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合法性確認に関連する書類 関連する法令 備考 

Mineral Resources /DMR)が監督官庁

となる29。 

 既往植林地は対象外。 

外来種規制管理計画 

・国家環境管理: 

生物多様性法 

(Act No. 10 of 2004) 

・外来・侵入種規制 2014  

許可植栽地域以外及び水域に外来植林

樹種が拡散するのを予防 30。事業終了に

あたっては、外来植林樹種の駆除(水使

用許可 Appendix II で要請) 

- 
農業資源保護法 

 (Act No. 43 of 1983) 

侵食防止・土壌保全面、植生保全・侵

入種雑草駆除面などについて許可後 1

年以内に管理計画を提出(水使用許可

Appendix II で要請) 

遺跡資源保全許可 

(歴史的/考古学的価値のある

洞窟・対象がある場合) 

国家遺跡資源法 

(Act No. 25 of 1999) 
 

注: 土地管理者の企業活動の合法性確認書類(法人設立、納税関係等)は除く。  

 

 

さらに、2014 年制定「外来・侵入種規制(Alien and Invasion Species Regulation)」により、

外来種の植林地について、リスクアセスメントを行い許可申請する必要がある。2014 年ま

でに造成されたユーカリ、マツ、アカシアの外来植林樹種の植林地について、上記の国家

水法により許可されていれば、外来・侵入種規制の対象外となっている31。 

 

表 4.5.11 南アフリカの植林許可に関連する書類の変遷概要32 

新規植林地造成時期 

-1972 1972-2001 2002-2014(Sep.) 2014(Oct.)-2018 

許可不要 

(航空写真により存在を証明) 

植林許可(Permit) 

湿地域から離す。 

水使用許可(License) 

湿地域境界から 20m 離す。 

水使用許可(License) 

湿地域境界から３２ｍ離す。 

 

  

                                                   
29 DAFF と連携して、許可発行を管理しており、採掘終了後の再造林も義務づけている。(出典 :DAFF の規制・監督

局(Directorate of Regulations and Oversight)との面談[2018 年 9 月 26 日]) 
30 FSC の南部アフリカ地域コーディネーターとの面談 (2018 年 9 月 25 日)結果では、過去に入植者が植栽したマツ

の拡散が問題となったことはあったが、現在、小規模所有者は、マツではなく、薪炭材としても利用できるアカシ

アの植林を好み、拡散する前に薪炭材として利用されるため、アカシアの拡散リスクは低い。チップ材として大規

模に植林されるユーカリは、拡散リスクが高いという情報もある。  
31 Eucalyputs camaldulensis, E. cladocalyx. E. conferruminata, E. diversicolor, E. grandis, E. tereticornis and hybrid; Acacia 

decurrens A. mearnsii, A. melanoxylon; Pinus patula, P. roxburghii, P. taeda and hybrid は除外される。(出典 : Forestry 

South Africa. 2017. Environmental Guidelines for Commercial Forestry Plantations in South Africa)  
32 2018 年収集情報の範囲で作成。  
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1972年以前の植林地  

(航空写真による証明のみ) 
植林許可書(1994年) 

 
 

水使用許可書(2015年) 

 

図 4.5.4 南アフリカの水使用許可の事例33 

 

                                                   
33 N 社提供書類をもとに作成  
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② コンセッション・ライセンス  

伐採に関するコンセッション・ライセンス制度はない。 

 

③ 森林管理・伐採計画  

持続的な森林管理を促進すること、環境に影響を及ぼさないように留意することが法令

に謳われているが、計画の提出が義務付けられていない。  

しかし、農林水産省は南アの森林施業に適正なものを目指し 2002 年から、憲法、国家

森林法や環境保全法の重要な条項を活用した「持続的森林管理のための原則、クライテリ

ア、指標(PC & I)」を開発し、2003-2004 年のパイロット・試行、2005 年のコンサルテーシ

ョンを通して 2008 年に策定している。さらに、業界団体の Forestry South Africa(FSA)が中

心となって、PC&I を活用した国内森林認証制度「南アフリカ林業保証スキーム(SAFAS)」

を開発し、企業の自主規制を促進している。また、業界団体が「森林エンジニアリング実

行ガイドライン34」、「商業人工林における環境ガイドライン35」を作成している。  

80%以上の人工林は、FSC 認証を取得しており、FSC 認証を取得していないのは、主に

政府所有、個人所有、共有地などの一部の森林に限定されていると言われている(下記、

4.1.3.参照)。 

 

表 4.5.12 森林管理・伐採計画に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 関連する法令 

なし 国家森林法(Act No.84 of 1998):主に Chapter 2 

なし 国家環境管理法(Act No.107 of 1998):Section 28 

 

  

                                                   
34 Forest Engineering Southern Africa, Institute for Commercial Forestry Research South Africa. 2014.Guidelines for Forest 

Engineering Practices in South Africa 
35 Forestry South Africa. 2017.Environmental Guidelines for Commercial Forest Plantations in South Africa  
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表 4.5.13 農林水産省の持続的森林管理のための原則・クライテリア・指標

(PC&I)(2008)36 

  指標 No.  

No. 記載 国 FMU 備考 

原則 天然林は破壊しない   

 国家森林法 

 経済・社会・

環境面から他

の土地利用が

好ましい場合

を除く(大臣承

認) 

クライテリア

1 
天然林が保全される 1.1 1.1, 1.2  

原則 
生物多様性、生態系、生息地を保全

して森林を管理する 
  国家森林法 

クライテリア

2 
天然林の生物多様性が保護される 2.1, 2.4 2.3  

原則 森林の健全性・活性を促進する   国家森林法 

クライテリア

3 

森林生態系の構造・プロセスが維

持される 
3.4, 3.6 3.1-3.5  

原則 

経済・社会・健康・環境面のポテ

ンシャル便益を維持するように森

林を管理する 

   

クライテリア

4 

火災、病虫害、外来植物の侵入な

どネガティブの影響から森林が保

全される 

4.1-4.3 4.1-4.3  

クライテリア

7 

森林が経済に対してポジティブな

貢献をする 
7.1-7.2 7.3-7.4  

クライテリア

8 
森林経済が弾力的である 8.1 8.1-8.3  

クライテリア

9 

人々に森林へアクセス・使用する

権利がある 
9.1-9.2 -  

クライテリア

10 
森林が責任を持って使用される 10.1 -  

クライテリア

14 
林業のコスト配分が公平である 14.1-14.3 

14.1,  

14.4-14.5 
 

クライテリア

15 
林業地域での犯罪が最小化される 15.1-15.2 15.1-15.2  

クライテリア

16 

林業が HIV/AIDS とその影響の減少

に貢献する 
16.1-16.2 16.1-16.2  

原則 

さらに、不公平に利益や不利益を

得る者がでないように森林を管理

する。 

  国家森林法 

クライテリア

11 

森林地域の土地所有が明確に定

義・認識・確保される 
- 11.1  

クライテリア

13 

森林からの雇用便益の配分が公平

である。 
13.2-13.3 13.2-13.3  

クライテリア

18 

不公平に不利益を以前蒙っていた

人々、社会層が改善されるように

森林を管理する。 

18.1-18.3 18.1-18.2  

クライテリア

24 

国家・州の戦略的な森林管理計画

がある 
24.1-24.3 -  

原則 
天然資源、特に水土を保全するよ

うに森林を管理する 
  国家森林法 

                                                   
36 DAFF. 2008. List of National Level Principle, Criteria and Indicators 2008 及び DAFF. 2008. List of Forest Management 

(FMU) Level Principle, Criteria and Indicators- FMU Level, 2008 を基に作成  
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  指標 No.  

No. 記載 国 FMU 備考 

クライテリア

6 
水土資源が保全される 6.1-6.2, 6.4 6.2-6.5  

原則 

遺跡資源と審美的、文化的、精神

的価値を保全するように森林を管

理する 

  国家森林法 

クライテリア

12 

文化的、生態的、レクリエーショ

ン的、歴史的、審美的、精神的な

箇所、提供されるサービスが維持

される 

12.1-12.3 12.1-12.3  

原則 

環境ガバナンスにおける全てのス

テークホルダー、影響を受ける関

係者の参加が促進され、脆弱で不

利を蒙る人々の公平性を達成する

ために必要な業務、スキル、能力

を開発する機会を有するべきであ

る 

  国家環境管理法 

クライテリア

17 

森林管理において有効なステーク

ホルダー参加がある。 
17.1-17.4 17.1-17.4  

クライテリア

19 

林業政策の開発・レビューにおけ

る国民参加 
19.1-19.3 -  

原則 

適切な法的処置、その他の方策を

通じて、何人も現在、将来世代の

ために、環境が保全される権利を

有する 

  
憲法(No. 108 of 

1996) 

クライテリア

20 
法令が持続的森林管理を促進する 20.1-20.3 -  

原則 
行政が、民主的な価値と原則によ

り統制される 
  

憲法(No. 108 of 

1996) 

クライテリア

21 

森林管理組織が関連する法令と慣

習法を遵守する 
21.1-21.5 21.5  

原則 
政府が効果的、透明性、説明責任

を果たす 
  

憲法(No. 108 of 

1996) 

クライテリア

22 

森林政策が定期的にレビューされ

る 
22.1-22.2 -  

原則 

環境管理において、社会・経済・

環境インパクトを総合的に配慮す

る 

  国家環境管理法 

クライテリア

23 

森林管理計画が森林資源の持続的

な使用と開発を促進する 
23.1 23.1  

 

④ 伐採許可 

天然林、保護樹種については許可が必要であるが、商業林業を営む人工林について伐採

許可制度がない。 

 

表 4.5.14 伐採許可に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 関連する法令 

天然林、保護樹種:特に枯死木の伐採許可等 国家森林法(Act No.84 of 1998):Section 12,15 

人工林: なし なし 
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（2） 納税と使用料支払 

① ロイヤリティの支払と伐採手数料  

林産物の収穫に基づき政府へ支払うべきロイヤリティや手数料を納入する制度がない。 

 

② 付加価値税とその他売上・販売税  

税率 15%(2018 年 10 月現在)付加価値税制度があり、納税証明書により確認できる(課税

対象の商品・サービスの供給額が年間 100 万ランドを超える場合、登録・申告が必要)。 

 

表 4.5.15 付加価値税とその他売上・販売税に関連する法令と  

合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 関連する法令 

納税証明書 
付加価値税法(Act No.89 of 1991):主に Section 

7(1)(a),9-12 

 

③ 収入及び利益税 

基本税率 28%(2018 年 10 月現在)の法人税制度があり、納税証明書により確認できる。  

 

表 4.5.16 所得税及び利益税に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要  
合法性確認に関連する書類 関連する法令 

納税証明書 
所得税法(Act No.58 of 1962):主に Section 12B 

First Schedule, Paragraphs 12(1)(g),14,15 

 

（3） 伐採施業 

① 林業（木材伐採）規則  

天然木(天然林)の伐採は、農林水産省の国立公園委員会(National Parks Board)の管轄の許

可制である。商業林業を営む人工林について伐採規則はない。  

 

表 4.5.17 伐採規則に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 関連する法令 

天然林の収穫許可 国家森林法(Act No.84 of 1998):Section 7 

人工林: なし なし 

 

② 保護地域及び樹種  

47 種の指定樹種(下表参照)と天然林を構成する樹木はすべて保護対象となる。また、保

全地域法に基づき保全地域(下図参照)が指定されている。  

 

表 4.5.18 保護地域・樹種に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 関連する法令 

なし 
国家森林法(Act No.84 of 1998):主に Chapter 3, 7 

指定保護樹種リスト(2016 年 12 月 23 日) 

なし 国家環境管理: 生物多様性法(Act No. 10 of 2004) 

なし 
国家環境管理: 保全地域法(Act No. 57 of 2003): 

主に Chapter 2-4 

なし 国家遺跡資源法(Act No. 25 of 1999) 
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表 4.5.19 南アフリカの保護樹種の概要37 

No

. 
学名 一般英名 

他の名称 

Afrikaans (A), Sepedi (P), 

Sesotho (S), Setswana (T), 

Tshivenda (V), isiXhosa (X), 

isiZulu (Z) 

国家樹種

No. 

1 Adansonia digitata Baobab 
Kremetart (A)/Seboi (NS)/Mowana 

(T) 
467 

2 Afzelia quanzensis Pod mahogany 
Peulmahonie (A)/Mutokota 

(V)/Inkehli (Z) 
207 

3 
Balanites subsp. 
maughamii 

Torchwood Groendoring (A)/Ugobandlovu (Z) 251 

4 
Barringtonia 
racemosa 

Powder-puff 

tree 
Poeierkwasboom (A)/Iboqo (Z) 524 

5 Boscia albitrunca 
Shepherd’s 

tree 

Witgat (A)/Mohlôpi (NS)/Motlhôpi 

(T)/ Muvhombwe 

(V)/Umgqomogqomo (X)/Umvithi(Z) 

122 

6 
Brachystegia 
spiciformis 

Msasa Msasa (A) 198.1 

7 
Bruguiera 
gymnorrhiza 

Black mangrove 
Swartwortelboom (A)/isiKhangati 

(X)/IsiHlobane (Z) 
527 

8 
Cassipourea 
swaziensis 

Swazi 

onionwood 
Swazi-uiehout (A) 531.1 

9 Catha edulis Bushman’s tea 
Boesmanstee (A)/Mohlatse 

(NS)/Igqwaka (X)/Umhlwazi (Z)  
404 

10 Ceriops tagal 
Indian 

mangrove 

Indiese wortelboom (A)/isinkaha 

(Z) 
525 

11 

Cleistanthus 
schlechteri var. 
schlechteri 

False tamboti Bastertambotie (A)/Umzithi (Z) 320 

12 Colubrina nicholsonii 
Pondo weeping 

thorn 
Pondo-treurdoring (A) 453.8 

13 Combretum imberbe Leadwood 

Hardekool (A)/Mohwelere-tšhipi 

(NS)/Motswiri (T)/Impondondlovu 

(Z) 

539 

14 Curtisia dentata Assegai 
Assegaai (A)/Umgxina (X)/Umagunda 

(Z) 
570 

15 
Elaeodendron 
transvaalensis 

Bushveld 

saffron 

Bosveld-saffraan (A)/Monomane 

(T)/Ingwavuma (Z) 
416 

16 
Erythrophysa 
transvaalensis 

Bushveld red 

balloon 

Bosveld-rooiklapperbos 

(A)/Mofalatsane (T) 
436.2 

17 Euclea pseudebenus Ebony guarri Ebbeboom-ghwarrie (A) 598 

18 Ficus trichopoda Swamp fig Moerasvy (A)/Umvubu (Z) 54 

19 
Leucadendron 
argenteum 

Silver tree Silwerboom (A) 77 

20 
Lumnitzera racemosa 
var. racemosa 

Tonga mangrove 
Tonga-wortelboom 

(A)/isiKhahaesibomvu (Z) 
552 

21 Lydenburgia abbottii 
Pondo 

bushman’s tea 
Pondo-boesmanstee (A) 407 

22 
Lydenburgia 
cassinoides 

Sekhukhuni 

bushman’s 

tea 

Sekhukhuni-boesmanstee (A) 406 

23 Mimusops caffra 
Coastal red 

milkwood 

Kusrooimelkhout (A)/Umthunzi 

(X)/Umkhakhayi (Z ) 
583 

24 
Newtonia 
hildebrandtii var. 

Lebombo wattle Lebombo-wattel (A)/Umfomothi (Z) 191 

                                                   
37 DAFF. 23 Dec. 2016. Notice No. 1602. of the List of Protected Tree Species under the National Forests Act 1998 (ACT 
No. 84, 1998) 
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No

. 
学名 一般英名 

他の名称 

Afrikaans (A), Sepedi (P), 

Sesotho (S), Setswana (T), 

Tshivenda (V), isiXhosa (X), 

isiZulu (Z) 

国家樹種

No. 

hildebrandtii 

25 Ocotea bullata Stinkwood 
Stinkhout (A)/Umhlungulu 

(X)/Umnukane (Z) 
118 

26 Ozoroa namaquensis 
Gariep resin 

tree 
Gariep-harpuisboom (A) 373.2 

27 Philenoptera violacea Apple-leaf 
Appelblaar (A)/Mphata (NS)/Mohata 

(T)/ isiHomohomo (Z) 
238 

28 
Pittosporum 
viridiflorum 

Cheesewood 
Kasuur (A)/Kgalagangwe 

(NS)/Umkhwenkwe (X)/Umfusamvu (Z) 
139 

30 
Podocarpus 
elongatus 

Breede River 

yellowwood 
Breëriviergeelhout (A) 15 

31 
Podocarpus falcatus 
(Afrocarpus falcatus) 

Outeniqua 

yellowwood 

Outniekwageelhout (A)/Mogôbagôba 

(NS)/Umkhoba (X)/Umsonti (Z) 
16 

32 Podocarpus henkelii 
Henkel’s 

yellowwood 

Henkel se geelhout (A)/Umsonti 

(X)/Umsonti (Z) 
17 

33 Podocarpus latifolius 
Real 

yellowwood 

Regte-geelhout (A)/Mogôbagôba 

(NS)/Umcheya (X)/Umkhoba (Z) 
18 

34 Protea comptonii 
Saddleback 

sugarbush 
Barberton-suikerbos (A) 88 

35 Protea curvata 
Serpentine 

sugarbush 
Serpentynsuikerbos (A) 88.1 

36 Prunus africana Red stinkwood 
Rooistinkhout (A)/Umkhakhase (X)/ 

Umdumezulu (Z) 
147 

37 Pterocarpus angolensis Wild teak 
Kiaat (A)/Morôtô (NS)/Mokwa 

(T)/Mutondo (V)/ Umvangazi (Z) 
236 

38 Rhizophora mucronata Red mangrove 
Rooiwortelboom (A)/isiKhangathi 

(X)/ Umhlume (Z) 
526 

39 
Sclerocarya birrea 
subsp. caffra 

Marula 
Maroela (A)/Morula (NS)/Morula 

(T)/ Umganu (Z) 
360 

40 
Securidaca 
longepedunculata 

Violet tree Krinkhout (A)/ Mmaba (T) 303 

41 
Sideroxylon inerme 
subsp. inerme 

White milkwood 
Witmelkhout (A)/Ximafana(X)/ 

Umakhwelafingqane (Z) 
579 

42 Tephrosia pondoensis 
Pondo poison 

pea 
Pondo-gifertjie (A) 226.1 

43 Warburgia salutaris 
Pepper-bark 

tree 

Peperbasboom (A)/Molaka (NS)/ 

Mulanga (V)/isiBaha (Z) 
488 

44 
Widdringtonia 
cedarbergensis 

Clanwilliam 

cedar 
Clanwilliamseder (A) 19 

45 
Widdringtonia 
schwarzii 

Willowmore 

cedar 
Baviaanskloofseder (A) 21 

46 Vachellia erioloba Camel thorn 
Kameeldoring (A)/Mogohlo 

(NS)/Mogôtlhô (T) 
168 

47 
Vachellia 
haematoxylon 

Grey camel 

thorn 
Vaalkameeldoring (A)/Mokholo (T) 169 
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図 4.5.5 南アフリカの保全・保護地域の分布概況38 

 

表 4.5.20 南アフリカの保全・保護地域の種類39 

保全地域(Protected Area) 保護地域(Conservation Area) 

National Parks Biosphere Reserves 

Nature Reserves Conservancies 

Special Nature Reserve Botanical Garden 

Mountain Catchment Areas  

World Heritage Sites  

Protected Environments  

Forest Nature Reserves  

Forest Wilderness Areas  

Specially Protected Forest Areas  

Marine Protected Areas  

 

林区内についても、必要に応じて保護地を設ける必要がある。下表のうち、水域に関連

する淡水域生態系、湿地・河畔生息地については、水使用許可申請の一環で、あらかじめ

植栽箇所から除外されるしくみとなっている。保護・絶滅危惧動物種の生息地の位置情報

については、調査が実施中で 21 の在来動物種の分布図の作成などが行われているが、2018

年 12 月現在、公開されていない 39。 

 

  

                                                   
38 DEA South Africa/ 2018. South African Protected and Conservation Areas Map Viewer (2018 年 12 月現在) 

(http://egis.environment.gov.za/protected_areas_database)  
39 South African Protected Areas Database (SAPAD)/South African Conservation Areas Database (SACAD) (2018 年 12 月

現在)を基に作成  
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表 4.5.21 南アフリカにおける林区内の保護地の例40 

保護地 

Freshwater Ecosystem 

Wetland and Riparian Habitat 

Grasslands 

Fynbos 

Cliff Edges and Rocky Outcrops 

Archaeological, Cultural and Traditional Sites 

Species or Ecosystems Declared ad Threatened or Protected 

Indigenous Forests 

 

③ 環境配慮事項 

基本的に、（1）①土地管理権と同様である。  

 

④ 安全衛生 

職業衛生安全法に基づく当局の監督に加え、業界の自主規制も行われており、FSC 認証

を取得している企業のリスクは低いと推測される。しかし、すべての企業林業が職業衛生

安全法を遵守していない可能性の指摘もある。特に、コミュニティ所有地の伐採の請負事

業者の企業統治レベルが低い場合がある。  

 

表 4.5.22 安全衛生に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 41 関連する法令 

事故記録 

安全衛生会議記録/安全リスク評価 
職業衛生安全法(Act No. 85 of 1993) 

 

⑤ 合法的な雇用 

ILO の規定を上回る労働関連法令が整備されていると言われる。林業関係労働者の労働

組合への加盟も任意で可能である。全般的に業界の自主規制も高く、FSC 認証を取得して

いる企業のリスクは低いと推測される。しかし、コミュニティ所有地の伐採を請け負うコ

ントラクターに臨時に雇用されるコミュニティの場合は最低賃金以下の賃金支払いを受

けている事例がある可能性も指摘されている42。 

 

表 4.5.23 合法的な雇用に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 関連する法令 

給与証明等 

1) 雇用基本条件法(Act No. 75 of 1997): 特に

Chapters 3-6 

2) 雇用均等法(Act No. 55 of 1998):特に、

Chapters 2-3 

3) 労働関係法(Act No. 66 of 1995):特に、

Chapters 2-8 

 

  

                                                   
40 Forestry South Africa. 2017. Environmental Guidelines for Commercial Forest Plantations in South Africa South  
41 従業員数により必要にならない場合がある。  
42 FSC. 2018. FSC National Risk Assessment for South Africa Code FSC-NRA-ZA-V1-0 (National approval Date: 

11/04/2017, International approval Date: 03 April 2018)に基づく。  
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（4） 第三者の権利 

南ア国の憲法では先住民族について国民の権利から明確に区分した規定がないため、国

内法による先住民族の権利の尊重に関する規定については弱いとの見方がある43。国連人

権委員会の 2006 年のミッションが Koe-San 民族(San 族と Koekhoee 族)を先住民と認めて

いる。しかし、生存する人口が少なく、主要な林業地域が分布する南ア国の東部ではなく、

主に西部に居住している44。 

 

① 慣習的な権利 

慣習的な権利に関する法規制はない。 

 

② FPIC（自由で事前の十分な情報に基づく同意）  

FPIC に関する法規制はない。 

 

③ 先住民族の権利 

森林地の先住民族の権利に関する法規制はない。 

 

（5） 貿易と輸送 

① 樹種、量、品質の分類  

木材の輸送、貿易にあたって、樹種、量、品質の分類制度はない。 

 

② 貿易と輸送 

木材の輸送、貿易に特化した許可制度はない。しかし、南アフリカ共和国内のすべての

輸出入業者は、南アフリカ歳入局(The South African Revenue Service、以下、「SARS」とする)

へ税務申告の登録が必要である。また、輸出入許可が必要な製品については、貿易産業省

（DTI）または関連省庁に輸出入許可を事前に申請する必要がある。輸出入禁止品目、規

制品目は、南アフリカ国際貿易管理委員会（ITAC）によって定められている。下表のよう

に、輸出許可を必要とする木材製品は限定されている。 

 

表 4.5.24 南アフリカの輸出許可の必要な木材品目の概要45 

HS コード 記載 許可の必要な品目 

44.03 

木材（粗のものに限るものとし、皮若しくは

辺材を剥いであるかないか又は粗く角にして

あるかないかを問わない。） 

44.0399: Podocarpus falcatus, 
Podocarpus henkelli, Podocarpus 
latifolius; Ocetea bullata; 
Acacia melanoxylon 等 

44.07 

木材（縦にひき若しくは割り、平削りし又は

丸剥ぎしたもので、厚さが 6 ミリメートルを

超えるものに限るものとし、かんながけし、

やすりがけし又は縦継ぎしたものであるかな

いかを問わない。） 

44.0799: 同上 

                                                   
43 FSC の南部アフリカ地域コーディネーターとの面談 (2018 年 9 月 25 日)より。  
44 FSC. 2018. FSC National Risk Assessment for South Africa Code FSC-NRA-ZA-V1-0 (National approval Date: 

11/04/2017, International approval Date: 03 April 2018)に基づく。  
45 The South African Revenue Service. 2018. Consolidated List of Prohibited and Restricted Exports and 

Imports (http://www.sars.gov.za/ClientSegments/Customs-Excise/Pages/Prohibited-and-Restricted-goods.aspx) 
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③ 外国間貿易(第三国間貿易)と移転価格操作 

南ア国では 1995 年から移転価格操作に関連した法令があり、2012 年 4 月 1 日からは納

税者の前向きな処理に焦点を置いている。南アフリカ歳入局(SARS)でも「移転価格ユニッ

ト」を設け監査を行っている。 

南アは OECD に加盟していないが、二重課税条約(Double Taxation Conventions/DTCs)、

税務情報交換条約(Tax Information Exchange Agreements/TIEAs)に関する情報交換は行って

いる。しかし、他のアフリカ諸国との貿易において、相手国に移転価格操作に関する制度

がない場合が多く、違法な移転価格操作を緩和するため、関係国の条約締結が求められて

いる。 

 

表 4.5.25 外国間貿易・移転価格操作に関連する法令と  

合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 関連する法令 

年度納税評価 

税手続法(Act No. 28 of 2011) 

所得法(Act No. 58 of 1962; No. 22 of Revision 

2012): 主に Section 31, Practice Note 7/1999 

 

④ 税関規則 

輸出者は、輸出登録を受ける必要があり、輸出登録番号を税関申告書で確認できる。チ

ップは、輸出許可の対象となっていない。税関による積荷検査はないが、業界の運用によ

り、積荷の質・量を確認できる書類(サベーヤー等第三者機関証明を含む)を支払い申請書

に添付することになっている(下記、4.1.4 項参照)。 

 

表 4.5.26 税関規則に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 関連する法令 

輸出書類(税関申告書[輸出登録番号]) 税関・物品税法(Act No. 91 of 1964) 
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図 4.5.6 税関申告書の事例46 

 

⑤ CITES（ワシントン条約）  

チップ材となっている外来樹種は CITES リストに該当しない。  

 

表 4.5.27 CITES に関連する法令と合法性確認に関連する書類の概要  

合法性確認に関連する書類 関連する法令 

CITES 輸出/再輸出許可 
国家環境管理: 生物多様性法(Act No. 10 of 2004) 

CITES 規制 2010  

 

⑥ デュー・ディリジェンス／デュー・ケア 

木材のデュー・ディリジェンス／デュー・ケアに関する法規制はない。 

  

                                                   
46 N 社提供書類  
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4.5.3 その他木材等の適正な流通の確保に関する情報 

1） 森林認証制度及び CoC 認証制度 

（1） FSC の森林認証及び CoC 認証の普及概況 

南アフリカの人工林は面積の 80%以上が FSC の FM 認証を取得している。非認証の人

工林は、大規模所有者の森林のうち Land Claim 法に基づく手続きで係争中の箇所、小規模

所有者の森林などであると考えられる。小規模・低強度管理認証(Small and Low Intensity 

Managed Forests/SLIMF)47も限定的であるが、将来、増加する可能性が見込まれている 48。 

 

表 4.5.28 南アフリカにおける FSC 認証状況の概要49 

区分 件数 面積(ha) 人工林に対する割合(%)* 備考 

FM 20 1,388,954 86 

管理区域全域面積を含み水域

沿いの植栽除外地など含むと

推測される。 

CoC 116 -   

注: DAFF2009 年の人工林面積計(図 4.5.1 参照)に対する割合  

 

（2） 国内認証制度「南アフリカ林業保証スキーム(SAFAS)」の普及概況 

FSA が中心となって国内森林認証スキーム「南アフリカ林業保証スキーム(South African 

Forestry Assurance Scheme/SAFAS)」を開発してきた。FSC の通常認証が、書類準備等の負担

が膨大で、費用・能力面から中小規模事業者は対応しきれない現実に対して、中小規模事

業者に対応することを目的としている。2008 年に農林水産省が策定した「持続的森林管理

のための原則、クライテリア、指標(PC & I)」に基づいて、実地訪問による聴取調査等を重

視している。 

SAFAS は、2017 年 10 月に PEFC との相互承認に向けて手続きを開始している。  

 

  

                                                   
47 小規模所有者、伐採強度が低い森林に対して、認証手続きを効率化する制度  
48 水使用許可の 5 年毎の監査を怠っていて、湿地・河畔域の植林について、FSC の年度監査で指摘され、認証を辞

退したケース等が多い。(FSC の南部アフリカ地域コーディネーターとの面談 (2018 年 9 月 25 日)より)。  
49 FSC. 2018. FSC National Risk Assessment for South Africa Code FSC-NRA-ZA-V1-0 (National approval Date: 11/04/2017, 

International approval Date: 03 April 2018)及び FSC. 2017. FSC Facts & Figures March 13, 2017 を基に作成  
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図 4.5.7 南アフリカの国内森林認証スキームの概要50 

 

  

                                                   
50 Forestry South Africa. 2018. South African Forestry Assurance Scheme (SAFAS) Seeks Endorsement from the PEFC 
(ohttp://www.forestry.co.za/safas/) 

南アフリカ国内森林認証スキーム
「南アフリカ林業保証スキーム(SAFAS)」の概要

FSAURLサイト情報(2018)を基に作成

国内統括団体
(National Governing Body)

PEFC

 PEFCメンバー

7原則
1.計画、法遵守、CoC
2.ステークホルダー参画
3.労働者・人権の保全
4.土壌・炭素・水の保全
5. 生物多様性・生態的未かく乱の保全
6. 森林の健全・保全
7.経済的持続性

SAFASスキーム
SAFAS 1:2017 SAFAS 協議会規則
SAFAS 2:2018 基準規定手順
SAFAS 3:2017 基準開発報告
SAFAS 4:2018 森林管理基準
SAFAS 5:2018 グループ認証手順
SAFAS 6:2018 認証・公認手順
SAFAS 7:2018 認証団体の通知
SAFAS 8:2018 SAFASによるPEFCロゴ使用許可の発行
SAFAS 9:2018 苦情処理手順
PEFC ST 2002:2013 CoC手順
PEFC ST 2003:2012 CoCに関する認証団体の要求事項
PEFC ST 2001:2008 ロゴ使用

DAFF 持続的森林管理のための原
則・クライテリア・指標(PC&I)(2008)

南アフリカ林業保証スキーム
(South African Forestry
Assurance Scheme/ SAFAS)
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表 4.5.29 南アフリカの国内認証スキーム(SAFAS)のクライテリア・指標(FM)の概要51 

No. 記載 指標 

原則 1 計画、法遵守、CoC  

1.1 法遵守 1.1.1-1.1.4 

1.2 管理計画とモニタリング 1.2.1-1.2.4 

1.3 CoC 1.3.1-1.3.2 

原則 2 ステークホルダー参画  

2.1 所有、アクセス、使用権 2.1.1-2.1.2 

2.2 ステークホルダー参加、苦情処理、論争処理 2.2.1-2.2.4 

2.3 操業地域の社会・経済開発に貢献する組織 2.3.1-2.3.4 

2.4 
文化的・生態的・レクリエーション的・歴史的・審美的・精神的箇所・

サービスが維持される 
2.4.1 

原則 3 労働者・人権の保全  

3.1 国家労働法制への準拠 3.1.1-3.1.7 

3.2 
森林所有者、管理者は、全労働者が健康・安全に関する法的な要求事

項と優良事例の準拠を確保する責任を持つ 
3.2.1-3.2.7 

原則 4 土壌・炭素・水の保全  

4.1 
土壌の生産性と炭素ポテンシャル、水資源に対するインパクトの最

小化の維持 
4.1.1-4.1.4 

4.2 水資源に対するネガティブ・インパクトの予防 4.2.1-4.2.3 

4.3 炭素隔離と貯留ポテンシャルの維持 4.3.1-4.3.4 

原則 5 生物多様性・生態的未かく乱の保全  

5.1 施業からのオフサイトのネガティブ・インパクトの予防 5.1.1 

5.2 林業インパクトの緩和または予防 5.2.1-5.2.6 

5.3 自然生息地と生物多様性の保全 5.3.1-5.3.9 

原則 6 森林の健全・保全  

6.1 違法活動からの保全 6.1.1 

6.2 化学的、生物的薬剤の責任使用 6.2.1-6.2.8 

6.3 火災のネガティブ・インパクトからの森林保全 6.3.1-6.3.5 

6.4 病虫害、動物外のモニタリング・同定・制御 6.4.1-6.4.3 

原則 7 経済的持続性  

7.1 非木質林産物の持続的使用 7.1.1-7.1.3 

7.2 施業が経済的に持続的 7.2.1-7.2.8 

 

2） 自主的な管理事例(チップの場合) 

（1） 責任のあるソースの確保 

FSA が中心となりチップ工場では、上記で検討した森林認証を取得した森林をソースと

するように努めている。森林認証を取得していない所有者に対して FSC の管理木材の要

求事項を求め、宣誓書を取り付けている。  

チップ工場では、FSC のクレジット制度の適用を前提とした分量管理を中心に FSC 認

証材と管理材の分別管理を行っている。  

 

（2） トレーサビリティの強化 

FSA が中心となりチップ業界では、以下のようなに、トレーサビリティの強化に努めて

いる。 

 

                                                   
51 South African Forestry Assurance Scheme. May. 2018. SAFAS 4:2018 Forest Management Standard  



184 

 

表 4.5.30 南アフリカにおけるチップ業界の自主的なサプライテェーン管理の概要  

No. 段階 管理項目 管理内容 

1 素材生産 所有者/仲買業者  宣誓書と現地検査 

 伐採予定地の位置情報(GPS) 

 定期的(約四半期～半年ごとに)に内部

監査 

木 材 供 給 計 画  (Timber 

Agent Supply Plan) 

 月別に仕向け地の計画 

バ ー コ ー ド 付 き の 輸 送 状

(Delivery Note/DN) 

 運送ごとに伐採地別に DN を作成 

トラック写真  積載時に荷台の写真 

 運転席にモニタリングカメラの設置さ

れるケースもある 

2 チップ工場搬

入時 

バ ー コ ー ド 付 き の 輸 送 状

(DN) 

 DN のない丸太を引き受けない。 

丸太の着色 仕向け地(着色)が異なる丸太を引き受けない 

例) 

 緑色: N 社 

 黒色: TWK 社 

 青色: M 社 

 赤色: S 社 

トラック重量(搬入前後) 搬入木材重量 

 

 

  
木材供給画・輸送状の情報管理  カメラによるトラックの遠隔監視  

  
仕向け地ごとに丸太の着色  トラック積荷重量の点検  

 

図 4.5.8 チップ用木材生産における自主的なトレーサビリティ管理作業の事例  
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木材供給計画(Timber Agent Supply Plan) 

 
運送状(Delivery Note) 

 

図 4.5.9 チップ用木材生産における自主的なトレーサビリティ管理書類の事例52 

 

                                                   
52 N 社提供書類  
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3） その他の持続可能性についてのリスク情報 

国際的なネットワーク型 NGO の「World Rainforest Movement (WRM)」や「Global Forest 

Coalition (GFC)」等と連携して、南ア拠点の NGO「Timberwatch Coalition(TW)」等が南ア

を中心として、チップ原料となっている外来樹種数種の単純人工林の企業林業についてリ

スクを提起している。 

2016 年には、WRM と TW が「産業植林が東南アフリカを侵略する53」を公表している。

公表文書において、産業植林は適正な在来樹種の小規模植林と異なり、家屋の材料となる

木材の供給や水資源の保全等のコミュニティの役に立つ物資やサービスを提供できず、ま

た水、土壌、生物多様性資源に対してネガティブな影響を及ぼしているとし、産業造林は

拡大すべきものではないと提議している。 

 

                                                   
53 WRM International Secretariat, TW (South Africa). Oct. 2016. Industrial Tree Plantations Invading Eastern and Southern 

Africa (https://wrm.org.uy/books-and-briefings/industrial-tree-plantations-invading-eastern-and-southern-africa/) 
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